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不動産取得税 

納める人 

納める額 

不動産の取得の時期 区   分 税  率 

平成20年４月１日から 
令和９年３月31日まで 

住宅以外の家屋 ４％ 

土地及び住宅 ３％ 
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不動産取得税 

免税点 

申告と納税 

非課税 

不動産取得税には 

免税される場合があるんだね 
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不動産取得税 

【豆知識⑦】住宅とその敷地を取得した場合の不動産取得税の計算(例) 

●Ａさんの住宅 
建築年月日 ： 令和８年４月30日 

床面積   ： 185㎡ 

価  格  ： 1,300万円 

●Ａさんの住宅用敷地 
取得年月日 ： 令和７年12月１日 

地  積  ： 250㎡ 

価    格   ： 750万円 

価格 1,300万円 × 税率３％ 

 ＝ 税額39万円 

価格 1,200万円 × 税率３％ 

 ＝ 税額36万円 

納める不動産取得税額 

３万円 — ＝

住宅と土地に軽減措置が 

あるから注意しよう 
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不動産取得税 【豆知識⑧】 特例適用住宅を取得した場合の軽減措置 

区    分 要    件 軽減される税額 申告・申請に必要なもの 

１ 

住宅の新増 

改築、建売 

住宅の購入 

床面積が40㎡以上240㎡以下であること 

（Ｒ８.３.31までの借家以外の取得については、 

 床面積の要件が50㎡～240㎡）（注１） 

36万円 
 

認定長期優良住宅

はさらに３万円を

加算した額(注２) 

①申告書様式 

②長期優良住宅の認定通知書（該当する場合） 

２ 
耐震基準適合 

中古住宅の取得 

次の要件すべてに当てはまる住宅を取得した場合 

(1)取得した人が居住するものであること 

(2)床面積が40㎡以上240㎡以下であること 

（Ｒ８.３.31までの借家以外の取得については、 

 床面積の要件が50㎡～240㎡） 

(3)次のいずれかに該当するものであること 

①昭和57年１月１日以降に新築されたもの 

②耐震基準に適合していることが証明されている

もの 

最高36万円 
 

その中古住宅が新

築された年によっ

て異なる 

①申告書様式 

②住宅の登記事項証明書等（コピー可） 

③納税通知書 

④耐震基準適合証明書など（2(3)②の場合のみ） 

⑤還付を伴う場合は金融機関等の口座番号が確認

できるもの（本人名義に限る。） 

⑥建物図面及び平面図（併用住宅、二世帯住宅の

場合） 

※住宅の所在地に住民票を異動していない場合は､

取得者が居住していることを証する書類 

３ 
耐震基準不適合 

中古住宅の取得 
（注３） 

個人が次の要件全てに当てはまる耐震基準不適合

既存住宅（上記2のうち(3)の要件を満たさないも

の）を取得した場合 

取得日から６ヶ月以内に次に掲げるものが全て完

了していること 

①取得者が耐震改修を行うこと（※１，２） 

②耐震基準に適合することにつき総務省令で定め

るところにより証明を受けること（※３） 

③取得者が自己の居住の用に供すること 

最高12.6万円 
 

その中古住宅が新

築された年によっ

て異なる 

上記２に同じ 

ただし④も必ず添付すること 

 注１：増築の場合や既存の住宅と一構となるべき住宅（居住用の物置など）を新築した場合などの延床面積の判定は、既存の住宅部分と建築し

た住宅部分の床面積の合計により判定します。 

注２：認定長期優良住宅に係る軽減措置は、平成21年６月４日から令和13年３月31日までの間に新築した場合に限り適用されます。 

注３：当該軽減措置は、平成26年４月１日以降に取得したものから適用されます。 

(※１)住宅を自己の居住の用に供する前に工事を完了させること 

(※２)一部の除却及び敷地の整備を除く 

(※３)住宅を取得した日から６月以内に耐震基準適合証明書等を総合支

庁税務担当課に提出すること 
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●土地にかかる不動産取得税 

 

当初の税額 

＝ 112,500 円 

控除税額 

＝ 90,000 円 

納める不動産取得税額 

22,500 円 — ＝ 

不動産取得税 

750 万円× 1/2 ×３％ 

 

 45,000円と下記の額のいずれか大きい方 
 

 (1)土地の㎡単価 

   750万円×1/2÷250㎡＝15,000円 ① 

 (2)住宅の床面積の２倍（200㎡が限度） 

   185㎡×２＝370㎡→200㎡ ② 

 (3)控除税額（①×②×３％） 

   15,000円×200㎡×３％＝９万円 

  （この控除を受けるには申請が必要です） 
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※１：自己の居住の用に供するために新築後１年を超える未使用住宅を取得した場合を含みます。 

※２：「土地１㎡あたりの価格｣は、土地の取得が、令和９年３月31日までに行われたときには、２分の１に相当する額で計算します。 

※３：場合によっては、上記以外の書類の提出を求めることがあります。 

不動産取得税 【豆知識⑨】 特例適用住宅の敷地を取得した場合の軽減措置 

区    分 要    件 
軽減される税

額 
申告・申請に必要なもの 

１ 
新築住宅

用 敷 地 

・新築後１年以内に豆知識⑧の区分１の未使用住宅

と併せて敷地を取得したとき 

・敷地を取得してから３年以内に豆知識⑧の区分１

の住宅が新築されたとき（土地の取得者が住宅を

新築するまでその土地を引き続き所有しているか､

土地の取得者からその土地を取得した者が住宅を

新築した場合に限る。） 

・豆知識⑧の区分１の住宅を新築してから１年以内 

に敷地を取得したとき 

次のいずれか

多い額 

 

①45,000円 

②土地の１㎡ 

当たりの価

格（※２）×

住宅の床面

積の２倍（

最高200㎡） 

×3/100 

①「住宅用土地に係る不動産取得税の減額

の適用があるべき旨の申告書」 

②住宅の登記事項証明書など 

③納税通知書（通知書が届いている場合） 

④還付を伴う場合は、金融機関等の口座番

号が確認できるもの（本人名義に限る｡) 

⑤建物図面及び平面図（併用住宅、二世帯

住宅、共同住宅の場合） 

２ 

耐震基準

適 合 

中古住宅

用 敷 地 

・豆知識⑧の区分２の住宅と敷地を併せて取得した

とき（※１） 

・敷地を取得してから１年以内に豆知識⑧の区分２

の住宅を取得したとき 

・豆知識⑧の区分２の住宅を取得してから１年以内

に敷地を取得したとき 

豆知識⑧の区分２の申告・申請に必要なも

の 

 

３ 

耐震基準

不 適 合 

中古住宅

用 敷 地 

・豆知識⑧の区分３の住宅と敷地を併せて取得した

とき（※１） 

・敷地を取得してから１年以内に豆知識⑧の区分３

の住宅を取得したとき 

・豆知識⑧の区分３の住宅を取得してから１年以内

に敷地を取得したとき 

豆知識⑧の区分３の申告・申請に必要なも

の 
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不動産取得税 その他の主な軽減措置 

１ 公共事業に協力したとき 

２ 災害を受けたとき 

３ 税金の徴収猶予 


